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戦前期綿織物業における純利潤率と動力費の推計

南引照・牧野文夫

　われわれは先に，戦前期の綿織物業における純利潤率

と動力費を分析し，その産業における機械化の要因を解

明した（南・牧野1983）。純利潤率と動力費は種・々の資

料によって推計したものであるが，前回ではその推計過

程の説明は紙数の関係で割愛せざる．を得ず，本稿として

別に発表することとした。

1織機の純利潤率の推計

　推計作業の全体は図1のフローチャートに示されてい

る。以下では同罪の番号順に解説する。

　（1）織機価格

　バッタン　19QO年の両毛地方の20円・17円（河本・

その他1901，132頁）；1901年の滋賀県の25円・20円

（中川1902，68頁）；津田米次郎の計算した15円（塚田

1937，26頁）の平均値19円を1902年の価格とし，他の

年次は，1902年のバッタンと足踏機の相対価格を照年の

足踏機の価格に乗じて求めた。

　足踏機　1902年は金沢税務監督局1909，301頁の25

円をそのまま用い，他の年次は1902年の25円と1943

年の135円（日本野人絹織物史刊行会1959，384頁）との

間を木製品価格指数と機械製品価格指数（大川・その他

1967，192－193頁）を1：1の比で合成した指数にリンクし

て推計した。

　小巾力織機　1902年は，豊田式力織機33円・38円（西

村1975，165頁）と原田・久保田式35円（大阪府商工経済

研究所1952，14頁）の平均値35円を使った。1915年は，

1910年の半木製豊田1式65円（豊田式織機（株）パンフ

レット）と1920年の180円（浜松商工会議所遠州機械金

属工業発展史編集委員会1971，446頁）を木製品価格指数

と機械製品価格の合成指数にリンクして推計した。1926

年と1938年は，1910年の鉄製豊田式88円（豊田式織機

（株）パンフレット）と1943年の綿・スフ用力織機240円

（日本絹人絹織物史刊行会1959，384頁）を機械製品価格

指数にリンクして推計した。

　広巾力織機　1902年と1915年は，外国製の力織機価

格を使った。1902年は，ジッキンソン製200円・プラッ

トブラザーズ製120円（谷原1958，11頁）；ドラッパー製

479円・プラットブラザーズ製160円（西村1975，148頁）；

イギリス製350円（岡本1935，97頁）の平均値を使った。

1915年は，1913年のイギリス製188円（神立・葛西1977，

134頁）を輸入機械製品価格指数（大川・その他1967，217

頁）で延長した。1926年は豊田自動織機製作所社史編集

委員会（以下豊田と略）1967，118頁の220円をそのまま

使った。1938年は東洋経済新報社1950，438頁の44イン．

チー丁仔牛織機の価格を使った。

　自動織機　1926年は豊田1967，118頁，1938年は同書

698，701，702頁より国内向け織機1台当りの販売額を計

算し，それを自動織機価格とした。

　各織機の価格は表1にまとめた。

表1織機価格（円）
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　（2）　付属機械の織機価格に対する比率

　バッタン・足踏機三瓶1961，77－78頁によると0．31

と0・62となるので，その平均値を使った。この比率は全

ての年に共通であると仮定した。

　力織機・自動織機　豊田1967，37頁；神立・葛西1977，

135－137頁；石川県輸出羽二重検査所1917，98－100頁；

田中1950，139頁；麻生1936，9－10頁の平均値0・679を

使った。この比率は全ての年について一定であると仮定

した。

　（3）　織機1台当リ機械価格

　織機価格に（2）で求めた比率を乗じて付属機械価格を

計算し，それに織機価格を加えて機械価格とした。

　（4）　織機1台当り工場面積

　足踏機塚田1937，26頁の2・90坪をそのまま使用し

た。

　力織機・自動織機　豊田1967，37頁；塚田1937，26：頁；

神立・葛西1977，124頁；石川県輸出羽二重検査所1917，

98－100頁；田中1950，139頁；麻生1936，6頁の平均値

，
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図1織機の純利潤率の推計作業のフローチャート
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（3．87坪）を用いた。ところでこの数字は小差と広巾の平

均値と考えられる。広巾力織機の1台当り据付面積は小

巾の1・5倍（豊田式織機（株）パンフレット）だが，織機以

外の共通スペースを考慮して，広巾力織機1台当り工場

面積は小巾力織機の1．2倍と仮定し，広巾4・22坪，職質

3．52坪とした。

　（5）　織機1台当り職工数

　バッタン・足踏機南・牧野1983，221頁注33で述

べたように，問屋制（バッタン）では製織工程は他の生産

工程から分離していたから，バッタン1台当り職工数は

1となるはずである。しかしその他の工程に対する費用．

を補助職エへの賃金支払に置き換え，バッタンと足踏機
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の織機1台当り職工数は等しいと仮定した。豊田1967，

39頁によれ’ぱ，1899年において補助職工の織工に対す

る比率は0．784であったから，織工と補助職工を加えた

全体の職工数の織機に対する比率は1・784となる。これ

を1902年の数字として使った。1926年は，豊田1967，

119頁にある補助職工の織工に対する比率0．460を用い

て1．460とした。1915年置1902年と1926年の平均値を

使い，1938年は1926年と等しいと仮定した。

　力織機　1902年は豊田1967，37，39頁より織機1台当

り職工数を0．610と推定した。1926年は豊田1967，119

頁より0．438と推定した。1938年については，補助職工

の織工に対する比率は0．460（豊田1967，119頁）で，織工

1人当り織機受け持ち台数は5．3台（藤井1960，162頁）

であるから，織機1台当り職工数は0．275と計算される。

1915年は1902年と1926年の平均とした。

　自動織機　1926年は豊田1967，119頁より0．106とし

た。1938年は，自動織機と普通力織機の織機1台当り職

工数の1926年から1938年の変化率が等しいと仮定して，

0．066と推定した。

　（6）　織機1台当り寄宿舎面積

　塚田1937，26－27頁によれば女工1人当り寄宿舎面積

は1坪である。これに織機1台当り職工数を乗じて織機

1台当り寄宿舎面積を求めた。

　（7）　織機1台当リ建物面積

　織機1台当り工揚面積と織機1台当り寄宿舎面積の和

である。

　（8）建　築　費

　1902年は，塚田1曳37，26－27頁と豊田1967，37頁の平

均値12．7円／坪を使った。1915年は石川県輸出羽二重検

査所1917，99－100頁；神立・葛西1977，124，134頁の平

均値27．2円／坪を使用した。1926年と1938年は，1931

年の遠州のサロン工揚の35円／坪（田中1950，139頁）を

非住宅建物価格指数（大川・その他1967，159回目で延長

して推計した。

　（9）　織機1台当リ建物価格

　織機1台当り建物面積に建築費を乗じて求めた。

　（10）織機1台当リ固定資本

　織機1台当りの機械価格と建物価格の和として求めた。

　（11）　織機生産能力

　バ・7タン　作業速度（7）1南・牧野1983，220か月参

照。作業係数（F）：小巾力織機の95％と仮定した。

　足踏機　ア：三瓶1961，366頁；林1961，49頁より計

算した、∬：バッタンに等しいと仮定した。

　小巾力織機　7：1902年は三癌1961，366頁；豊田

Vo1、34　No．4

1967，44頁；大東亜繊維研究会1943，327頁より計算し

た。1915年は，1921年に白木綿生産で使用されていた

豊田式力織機の作業速度（農商務省工務局1921，20－21

頁）をもとにして，160と推定した。1926年と1938年は，

織機製造技術の進歩を考慮して各々190，200とした。F：

豊田1967，119，126頁より推定した。

　広巾力織機　7・F：1902年と1915年は，信夫1942，

149頁のイギリス製力織機の値を使用した。1926年と

1938年は，豊田1967，119，126頁より推定した。

　自動織機　7・F：豊田1967，119，120，126頁をもとに

推定した。

　（12）製品規格

　製品規格とは，製品織物の経糸・緯糸の番手・密度，

1反当りの織上長・織上巾などを意味する。南・牧野

1983，220頁に示した織物生産量：の公式によれば，生産

量は緯糸密度に規定される。また1反当り織上長・織上

巾・原料綿糸番手は原料綿糸の使用量と価格を決定する

要因である。バッタン・足踏機・小叩力織機は知多木綿

（三浦1931，254頁），広巾力織機・自動織機は三二金巾

（銘柄名：鷹，大山・その他1935，182頁）を製織すると

仮定して製品規格を決定した。知多木綿と三巾金巾の1

反当り製品規格は表2に示されている。

表21反当リ製品規格

図多木副管巾金巾
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40

36

24

22

111．8

119．5

41．2

　（13）労働時間

　1日当り労働時間は12時間とした。但し1938年の自

動織機と2交替制の広巾力織機は11時間とした。これ

は工場法の改正による労働時間短縮の結果である（間

1978，357－358頁）。月間労働日数は28日，但しバッタ

ンのみその2／3とした。この理由は南・牧野1983，218頁

を参照。

　（14）　織機1台当リ生産量

　計算式は南・牧野1983，220頁を参照。

　（15）製品価楮

　大川・その他1967，155－156頁の白木綿・金巾を各々

小調・広巾織物の製品価格とした。なお1938年目金巾

の価格は，1931年から1936年までの白木綿と金巾の価

，

●

ヤ
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表3　織機1台当り生産額（円／月）

次
1　　　　交　　　　替　　　　　制 2　交　替　制

バッタン 黒白劇小巾力織副広巾力徽1鋤織機 広巾識機1自動鰍

1902

1915

1926

1938

17．49

18．63

27．75

39．53

33．62

35．81

53．36

76．01

47．77

67．85

120。04

180．01

160．95

169．91

287．22

375．83

321．01

385．04

321．90

339．82

574．44

385．04

642。02

770．07

表4織機1台当り粗利潤額（円／月）

隔

●

年 次
1　　　　交　　　　替　　　　　制 2　交　替　制

バッタン 涙踏劇小巾力劇広巾力酬自轍機 広巾徽副働徽
1902

1915

1926

1938

　1．90

　0．41

－13。87

　1．23

　3．92

－　1。80

－37．01

－1．65

14．87

17．85

－3．30

62．26

52．00

36，15

45．01

136．91

60，61

144．64

104．00

72．30

81．69

249．11

121．．23

289．27

表5　織機1台当り純利潤滑（円岨）

年　次

1 交 替 制 2　交 替　制

バ・タ・1 足踏機 1帥力帯1広㈱囲 自動織機 広巾力織機1 自動織機．
1902

P915

P926

P938

　1．68

@0．14

|14．40

@0．70

　，2．62

|3．73
|41．05　　　　●

Q4，85

　13．36

@15．22

|　8．54

@57．49

45．50

Q9．62

R722

P30．23

45．44

P34．67

97．50

U5．77

V屯40

Q42．43

106．06

Q79．30

の

▼

格について回帰式を求め，それに1938年の白木綿価格

を代入して求めた。

　（16）　織機1台当り生産額

　織機1台当り生産量に製品価格を乗じた。結果は表3

に示す。

　（17）織機1台当り原料糸消費量

　以下の公式（三浦1931，241－246頁）に従って経糸・緯

糸消費量を求めた。

　　　　　　　　経糸密度×織上巾×整経長
　　経糸消費量＝
　　　　　　　　　経糸番手数×768．1

　　緯糸力量韮緒度x概長×箴迦
　　　　　　　　　　緯糸番手数×768．1

上式の整経長・織上長は織物生産量，その他は製品規格

によって決定される。

　（18）綿糸価格

　表2に示されているように知多木綿の緯糸・経糸はと

もに20番手，三国金巾は各々36番手・40番手の綿糸が

使われる。各番手の綿糸価格は，藤野・その他1979，247

頁の20番手価格の三年値と同51頁の各番手「の20番手

に対する相対価格とによって計算した。

　（19）　織機1台当リ原料糸消費額

　織機1台当り原料糸消費量に綿糸価格を乗じた。

　（20）　織機1台当リ燃料費

　小肥力織機，広巾力織機の各1台を運転するために必

要な動力は，各々0．125，0．175馬力である（津田1925，210

頁）。小目力織機では1902年は石油機関，他の年次は電

動機が使用され，広巾力織機では1902年と1915年は蒸

気機関，他の年次は電動機が使われるものとした。また

自動織機用の原動機は電動機とした。1馬力時当りの燃

料消費量は石油を0．48乙（日本舶用発動機会1959，235

頁；佐藤1926，165頁），石炭を1．35kg（今津1979，96頁；

豊田1967，38頁）とした。石油・石炭価格は，大川・そ

の他1967，155－156および229頁による。1915年の電力

料金としては定額電力単価（r電気事業要覧』の定額電力

収入を定額電動機馬力数で除した値）を使い，1926・1938

年の電力料金は南1965，222頁による。

　（21）　織機1台当り粗付加価値額

生産額から原料糸消費額と燃料費を引いて計算した。

　（22）　職工1人当リ賃金

　バッタンを動かす織工の賃金は，次のように求めた。

1902年は，綿力織女工賃金（大川・その他1967，243頁）

の0．8倍とする。これは塚田1937，26－27頁に示されて

いる手織機工場の賃金が力織機工場の0．8倍であった1こ

とに基づく。他の年次はそれを農業日雇賃金（梅村・そ
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図2　原動機の年間総費用の推計作業のフローチャート
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表4に掲げる。

　（25）　織機1台当リ減価償却養

　耐用年数は，バッタン・足踏機・

小心力織機およびそれらの付属機

械は18年，広巾力織機・自動織

機およびそれらの付属機械は23

年，建物は20年とした（国税庁

1957，9－10，35－36頁）。償却法は

年金法を用いた。

　（26）負債率・利子率

　負債率はバッタンはゼロ，他は，

大阪府1936，名古屋市産業部1936

より計算した織物業の負債率20

％を適用した。利子率は，藤野・

秋山1977，510－511頁の全国貸出

金利を使った。

　（27）　織機1台当り利子支払

　織機1台当り固定資本に負債率

と利子率を乗じた。

　（28）　織機1台当り純利潤額

　織機1台当り粗利潤額から減価

償却費と利子支払を差し引いた。

結果：は表5にまとめた。

　（29）　織機1台当り純利潤率

　織機1台当りの純利潤額を固定

資本で除した。

集団運転電動機費用

II原動機の年間総費用

　の推計：方法

の他1966，220－221頁）にリンクして推計した。足踏機，

小巾力織機および1926・1938年の1交替制の広巾力織機

については綿力織女工賃金（大川・その他1967，243頁）

・を使用し，1902・1915年の広巾力織機と1926・1938年の

広巾力織機（2交替制）と自動織機については兼営織布女

工賃金（藤野・その他1979，227頁）を適用した。

　（23）　織機1台当リ賃金費用

　織機1台当り職工数に1人当り賃金を乗じた。

　（24）　織機1台当リ粗利潤額

　粗付加価値額から賃金費用を差し引いた。推計結果は

蒸気機関．イ1油機関費用　　推計作業の手続きは図2のフロ

　　　　　　　　　　ーチャートに示されている。

　　　　　　　　　　　（1）原動機価格

　　　　　　　　　　　蒸気機関　蒸気機関の価絡には

　　　　　　　　　　ボイラーの価格も含まれる。ま

　ず1884年の12馬力の価格（岡本1973，72頁）と1899年

　の同馬力の価格（豊田1967，38頁）とから1馬力当り価

格を求め，それ，らをベンチ・マークとし機械価格指数

　（大川・その他1967，161頁）にリンクして1910年と1926

　年の1馬力当り価楮を求めた。南・牧野ユ983，226頁

で述べたように，大工場の原動機は20馬力であるから，

この1馬力当り価格を20倍して大工揚用蒸気機関価格

を計算した。なお原動機の1馬力当り価格は，馬力数が

大きくなるに従って低下する。それゆえ12馬力の価格

をもとに推計した20馬力機関の価格は若干過大評価と

●

■
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Oct．　1983 戦前期綿織物業における純利潤率と動力費の推計

なっている。小工場における原動機は5馬力ど仮定した

が，蒸気機関の小型化には限界があったので5馬力の蒸

気機関という例は稀であった。r工場統計表』1909年版

によると，われわれが仮定した小工面つまり職工5－9人

の綿織物門口の蒸気機関1台当り平均馬力数は12馬力

であったから，小工揚では12馬力の蒸気機関が使われ，

ると仮定し，既に求めた1馬力当り価格を12倍した。

　石油機関　1910年の大工場は，20馬力船用石油機関

1，800円（日本舶用発動機会1959，245頁）に，1930年ご

ろのヤンマーディーゼル株式会社の広告にある同一馬力

数の陸用と船用の石油機関の相対価格を乗じて求めた。

同年の小工場5馬力石油機関価格は，まず1915年の10

馬力と20馬力の相対価格を求め（日本舶用発動機会

1959，244－245頁），次に1925年の久保田鉄工所広告か

ら5馬力と10馬力の相対価格を計算し，2つの相対価格

を乗じて5馬力の20馬力に対する相対価格を求め，こ

れに1910年の船用20馬力の価格と既に述べた同一馬力

数についての応用と船用の相対価格とを乗じて推計した。

1926年の5馬力の価格は久保田鉄工所の広告の数字を

そのまま使い，20馬力の価格は同広告の10馬力石油機

関の価格を2倍した。

　電動機　1910年は，1914年の12馬力430円（神立・葛

西1977，136．ﾅ）から1．馬力当り36円を求め，それ，を機

械価格指数で延長した1910年の値に各馬力数（20，5）を

乗じた。1926年の大工場用20馬力価格は日比1956，165

頁の3馬力価格を20／3倍した。小工場用5馬力，単独

運転用1／3馬力および南・牧野1983，表8の賃機用1馬

力の価格は，吉田！936，1079頁の各馬力の価格の3馬力

に対する相対価格を日比1956，165頁の3馬力価格に乗

じて求めた。

　各原動機の価格は表6に示す。

　　　　　　　　表6原動機価格（円）
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関の機関室面積は各々14坪と4坪であった。20馬力電

動機のそれは2坪と仮定、し，5馬力の各原動機の機関室

面積は20馬力の半分とした。1910年の坪当り建築費は，

第1節（8）で用いた1902年と1915年の数字を大川・そ

の他1967，158頁の非住宅建物価格にリンクして推計し，

1926年は第1節（8）で推計した値をそのまま使った。

　．（4）固定資本

　集団運転；原動機価格，付属機械費および機関室建設

費の合計である。単独運転：単独運転用電動機価格に設

置台数（大工場100台，小工揚15台）を乗じた。

　（5）　負債率・利子率

　第1節（26）を参照。

　（6）　減価償却費

　耐用年数は，蒸気機関25年，石油機関10年，電動機

は14年（国税庁1957，129，134頁）．とし，付属機械は10

年，機関室は20年と仮定した。償却法は年金法を使っ

た。

　（7）　機関職工賃金

　水野1922，522頁によれば，20馬力の蒸気機関の機関

職工・人夫は3人，石油機関は1人であった。この人数

は5馬力についても同一と仮定した。電動機では機関職

工は不要となる。職工1人当り賃金は，豊田1967，39頁

の汽関室職工賃金の女子織工賃金に対する比率を計算し，

これに綿力織女工賃金（大川・その他1967，243頁）を乗

じて求めた。

　（8）燃　料　費

　推計方法・資料は第1節（20）と同じである。なお1

日の運転時間は12時間，月間作業日数を28日として1

ヶ月当り燃料費を計算し，それを12倍して年間燃料費’

を求めた。推計結果は表7に示す。

　　　　　　　　表7燃料費（円／年）

気
高
関
関
機

　
　
　
　
動

蒸
機
石
機
電

1910

大工場 小内揚

1926

大　工　場 小　工　場

集団運転1綱運転嗣運騨独特集団嗣鞠鷲

4，140

1，400

620

2，484

384

155

5，740

3，000

633 55

3，456

650

115

気
仙
油
関
機

　
　
　
　
動

蒸
機
石
機
電

1910

大工場 当工場

集団運転陣団運転

・646

2，912

1，500

97

437

375

1926

大　工　場 小　工　場

姻細単独帰臥運騨独齢
2，067

7，144

2，731 2，731

310

1，072

410 410

55

　（2）　付属機械費（集団運転用動力伝動装置費）

　1910年は豊田式織機（株）のパンフレットの数字をそ

のまま使い，1926年はそれを機械価格指数で延長した。

　（3）　機関室建設費

水野1922，522頁によれば20馬力の蒸気機関と石油機

（一橋大学経済研究所・電力中央研究所）
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